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は じ め に
大規模組織の出現は,経 営管理上,次 の二つの重要な問題を新たにもた らし
た。
(1)組 織の巨大化は,経 営者個人ないしグループに,情 報集収,意 思決定,
行動監視等の面で,過 度の能力を強いる。しか し,こ れを部門に分割 し権限を
委譲すれば問題が解決す るわけではない。(2)組 織の分権化は,部 門の自由裁
量を優先するため,当 然,統 一組織体としての側面を疎かにする。この二問題
は,Lawrence&Lorsch(1967a,1967b)により,特 殊化一統合化問題として
言及されているところである。彼 らによれば,一 見相反するこの二問題も,組
織構造の設計いかんでは解決可能な問題とされている。
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そ こで,わ れわれ は,Lawrence&Lorschに倣 い,分 権化 によ り生 じた 利
己的 とも思 える部門最適行動が,本 社の調整活動 によ り,ど の よ うに全体最適
行動へ と修正 されて い くのかをみて い くことにす る。
但 し,本 稿で は,Lawrence&Lorschと違い,数 理計画による明示的方法
で 分析 を進 める。モデル は本社一二部門モ デル と し一 期間 を対 象 と.す る。 ま
た,簡 単 の ため,幾 つ かの 仮 定を お いて いるが,極 力,一 般性は失わないよ
う配慮 した。取 り上 げ るモ デル と しては,分 権化 モデ ル と してHirshleifer
(1956),井 上(1984)を,修 正分権化 モデル と してRonen&Md(inney(1970),
Ronen(1974)を 考 える。
IHirshleiferモ デ ル
Hirshleiferモ デルは,本 社一二部門モデルである。 しかも,本 社経営者の
調整過程が介在 しない,部 門自由裁量モデルである。但 し,こ のことは,各 部
門が協力しあっての調整過程を否定す るものではない。
彼の考える企業モデルは,最 も単純には,次 のように定式化される。
二部門をもっ企業を考える。たとえば,製 造部門(以 下,M部 門と略)と 販
売部門(以 下,D部 門と略)を もっ企業である。二部門の管理一統合部門とし
て本社(以 下,HQと 略)が 存在するとす る。(但 し,前 述の如 ぐ,こ こでは,
HQは 実質的には意味がない。)企 業活動は,M部 門が製品(以 下,中 間生産
物と称す)を 生産し,D部 門へ供給する。(この とき,中 間生産物市場は存在
しないものとする。)他 方,D部 門は,M部 門から供給を受けた中間生産物を
最終製品(以 下,最 終生産物 と称す)と して市場に供給する。(簡 単の ため,
ここでは,最 終生産物市場は完全競争を仮定する11。)したがって,企 業モデル
はFig.1の ように図示できる。
〈記 号〉
κ:M部 門からD部 門へ供給される中間生産物の単位量ないしD部 門か
1)最 終生産物市場が完全競争でない場合を仮定 しても,本 稿での分析と本質的には変
わりがない。詳しくは,井 上(1984)参 照。
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M部 門
C、(・) 内部振替価格:r
D部 門 第 最 終 生 産 物
C2(')一 一陶『臼ウ市場 価 格:p
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Fig.1企 業 モ デ ル
ら市場へ供給 され る最終生産物の単位量
G(・)=部 門 ゴの単位当 り変動費(`=1,2)。 但 し,`=1,2は,そ れぞれ,M,
D部 門を表す。また,q(・)は 微分可能な厳密に凸な増加関数
ク:最 終生産物 の単位 当 り市場価格
7:中 間生産物 の単位当 り振替価格
く仮 定〉
(1)M部 門は,費 用関数:C1(・)の 情報を既知 とし,D部 門 は,費 用関数:
c2(・)お よび市場価格:pの 情報を既知 とす る。また,HQは 一 切 の 情
報を有 していない もの とす る。
(2)技 術 の独立性 一 当該部門の費用関数:C」(・)は 他部 門の 活動 レベル
か ら独立一 を もつ。
(3)M,D部 門は ジョイ ン ト・レベル(生 産量=販 売量)で 活動 を行 なう。
以上の仮定の もと,以 下,部 門の行動 およびHQの 行動 をみて い く。
モ デルでは,ジ ョイ ン ト・レベルの企業活動 を仮 定 しているの で,M部 門の
生産量 とD部 門 の販売量 とが等 しくな るよ う活動 レベルの調 整が要請 され る。
ところが,こ の と きの調整活動 は,情 報伝 達プ ロセスの選択肢か らして,次 の
何れかのプ ロセスに依存せ ざるをえな い。
〈情報伝達 プ ロセス〉
(1)D部 門は,任 意 の内 部振替価格での購入スケ ジュールを純限界収入関
数:p-Cゴ(κ)に 託 しM部 門 に伝達す る。M部 門は,こ の情報 をもとに
自部門主導の最適生産量/販 売量 を決定す る。
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(2)M部 門は,任 意の内部振替価格での生産スケジュールを限界費用関数:
Of(κ)に 託しD部 門に伝達する。D部 門は,こ の情報をもとに自部門主
導の最適生産量/販 売量を決定する。
部門に自由裁量が与えられていれば,各 部門それぞれ,最 適のための固有の
行動志向をもつ。このケースでは,M部 門は,情 報伝達プロセス(1)に そっ
て,他 方,D部 門は,情 報伝達プロセス(2)に そって活動を行 うであろうσか
くして,
〈M部 門〉.
情報伝達プロセス(1)を とるM部 門の最適行動は,
{Max"7κ 一C1(の3.'.7誕カーCl(κ)(1)
と表せ る。 ここで,部 門利 益を,π 吻 とおけば,
π1吻={ρ 一α ω}κ 一ρ1ω
と表せ る。 この とき,最 適性の ための条件 は,
∂π1%/∂劣=か 一C5(の κ一α(κ)-Ci(κ)=0
であ る。 これ よ り,M部 門は,最 適振替価格:ぺ,
7f=ヵ 一α ω=Ciω+α(κ)κ(1)-1
を満 たす最適点:κ=,じfで 活動す ればよい ことが分 る。 また,(1)-1式 よ り,
この ときの内部振替価格:バ=Cf(婿)+C∫(,σD瑚はD部 門の純 限界収 入:
ρ～α(蝦)に 等 しく,し か も,M部 門の限界費用:Of(κf)よ り大 きい ことが
分 る。
〈D部 門 〉
情報伝達プ ロセ ス(2)で のD部 門の最適行動 は,
{Max躍 勿 一C2(の 一7κ(2ε/.7=Ci(κ))
と表せ る。 ここで,部 門利益を,π24と おけば,
π24=ρ∬-C2ω 一Ciω κ
と表せ る。 この とき,最 適性のための条件 は,
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∂π24/∂κ一ρ一α(∬)-cr(κ)劣 一Ci(の=0
で ある。 これ よ り,D部 門 は,最 適振替価格:71,
蜷=Ci(κ)=ρ 一α(κ)-cr(κ 残(2)-1
を満 たす最適点:κ=3じ §で活動すればよい ことが分る。また,(2)-1式 よ り,
この ときの内部振替価格:r豊;p一 α(　3C2)-Cf(り σ葺)りσ琶はM部 門の限界費用:
Cf(oκ2)に 等 しく,し か も,D部 門の純限界収 入:p一 α(κ §)よ り小 さいこと
が分 る。
この ように,ジ ョイン ト・レベルの企業活動が仮定 され ると,活 動 レベルの
調整 に際 し,部 門固有 の行 動志 向が働 き,各 部門 それ ぞれ,有 利な情報伝達プ
ロセ スを選択 して しま う。 ところで,こ の ことは,各 部門が統一組織体 と して
の行 動を失な っている ことを意 味す るので あろうか。次 にこれをみてい くこと
に したい。
HQが 部門 に対 し調整過程を有 していれば,部 門最適行動は修正 され,全 体
最適行動がめ ざされ るであ ろう。か くして,
〈HQ>
全体最適のための行 動は,
Maxコ ρ加 一C1(κ)-C2(の
と表せ る。ここで,全 体利益を,π3と おけば,
π3一飢 一〇1(κ)-c2(の
と表せ る。 この とき,最 適性のための条件 は,
∂π3/∂∬=カーCi(κ)一 α(κ)=0
へ
で ある。 これ より,M,D部 門 は,全 体最適 振替価格:プ*,
〆』Ci(κ)=カ ーα(κ)
(3)
(3)-1
を満 たす最適点;3じ=κ*で 活動すれば よいことが分 る。また,(3)-1式 よ り,
この ときの内部振替価格:r*はM部 門の限界費用:Cl(κ*)お よびD部 門 の
純限界収 入:p一 α(κ*)に 等 しい ことがわか る。 これは,情 報伝 達 プ ロセ ス
(1),(2)の 両方 を満た してお り,そ の意味で,部 門間 コンフ リク トは解 消す る。
HQが 調整過程 を有 して いれ ば,前 述のよ うに,部 門間 コンフ リク トは解 消
,・'
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され,全 体最適 は達成 され,企 業 は統一組織体 と しての行動 を回復す る。で は
なぜ,部 門は,HQの 調整 がなけれ ば,全 体最適行動を とろうとしないので あ
ろ うか。 この点 を もっ と詳 しくみてみ る。
われわれは,ま ず,調 整過程が存在す る場合 とそうでな い場合での部門利益
および全体利益をそれぞれ比較す る ことか らは じめる。
[調 整過程が存在 しない場合]
(1)の 情報伝達プ ロセスの場合
〈M部 門の利 益〉
π1溜={ρ一α(∬f)}婿 一〇1(κf)
ところが,(1)-1式 よ り,
ρ=Ci(媚)+Cを(蝦)+C5(蝦)劣f
であ るので,こ れよ り,
π1形壽Cl(城)婿+C蒼(蝦)κ 五2-C1(婿)
〈D部 門の利益 〉
π14=ρκ卜C2(蝦)一{ρ 一α(κ 呈)}蝦
=α(婿)婿 一C2(蝦),
〈全体利益〉
部門利益 が分 って いるので,こ れ よ り全体利益:π1は,
πFπ1溜+π14
=α(婿)蝦+α(婿)婿+C5(婿)蝦2-C1(城)-C2(媚)
(2)の 情 報伝 達プ ロセスの場合
〈M部 門の利益〉
π2甥=Cl(むκ2)κ§-C!(坊)
〈D部 門の利益 〉
π24=ρ坊 一C2(む∬2)-Ci(坊)坊
ところが,(2)-1式 よ り,
カ=α(むκ2)+Cf(坊)∬5+C砦(坊)
であ るので,こ れよ り,
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・、、-Cf(κ §)∬§2+Cを(媚)。 Σ一C,(f彦)・
〈全体利益 〉
『 部門利益が分
ってい るので,こ れ より全体利益:π2は,
π2=π2甥 十 π24
=Ci(む ∬2)'坊+Cf(媚)坊2+Cを(∬彦)坊 一C
1(坊)-C2(坊)
[調 整 過 程 が 存 在 す る 場 合]'馳
〈M部 門 の 利 益 〉
π3翅=7κ*-Cl(κ*)
={ρ 一C益(κ*)}∬*-C1(κ*)
と こ ろ が,(1)-1お よ び(3)-1式 よ り,そ れ ぞ れ,
`
π3〃FCi(ゆ 究1)∫*+Cを(蝦)∬*+C5(蝦)κ㍑*-C至(κ*)κ*-Cl(∬*)
お よ び,
π3四一 α(κ*)∬*-01(芳*)
〈D部 門 の 利 益 〉
π34一 ρκ*-C2(κ*)一 α(κ*)劣*
,と こ ろ が,(3)-1お よ び(2)-1式 よ り,そ れ ぞ れb
π34=C6(∬*)∬*.-G(躍*)
お よ び,
π34=α(む κ2)κ*+Cf(坊)坊 κ*ナC6(坊)κ*-C2(露*)-Ci(κ*)κ*
〈 全 体 利 益 〉
部 門 利 益 が 分 っ て い る の で,こ れ よ り 全 体 利 益:π3は,
'
π3=π3鰐+π3d1'・
=α(　 ∬1)κ*+α(婿)二r§ κ*+C彦(嬬)κ*-C1(κ*)-C2(κ*)
お よ び,
。、-Clω κ・+Cf(　 劣2)励 ・+Cを(∬ §〉。・-Cl(劣 ・)-C、(。 ・)
'
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以下,調 整過程 が存在す る場合 とそうで ない場合 とを些較整理す ると,パ>
7*〉 略,眉 く 炉,坊 くκ『 の関係 よ り2)
2)(1)-1お よび(3)-1式 より,ぺ,「「r*はそれぞれ,
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Cゴ(κ*)一 α(眉)〉 α(場)1∬*一 α(ぢ)1場
Cξ(κ*)-Cξ(場)>C1(場)κ*-C∫'(場)場,
で あるので,(但 し,ε=1,2,ノ=1,2)
π1勉〉π3勉,π1〆 π34,π ユくπ3
π2甥<π3彿,π24>π34,π2<π3
となる。 これ よ り,M部 門 は情報伝達 プ ロセス(1)へ,D部 門は情報伝達 プ
ロセス(2)へ 動機付 け られ る ことが分 る。いずれ にせ よ,両 部門 とも部 門最 適
を優先 し,そ の結果,全 体最適 は二義的 とな る。
か ぐ して,HQは,こ こに,部 門 を全体最適行動へ導 くイ ンセ ンテ ィブ構 造
を準備す る ことを要請 され る。次 にこの点 をみて い く。
IIRonenモ デ ル
Hirshleiferモ デルは,い わば,中 間生産物市場 がない場 合での振替価格設定
問題である。それによる と,全 体最適の ための条件 は,7嵩C{(の=カ ーα(κ)
で ある((3)-1よ り)。 しか し実 際には,部 門最適がめ ざされ,M部 門は,7=
Ci(の+C5(幻 ∬と行動 し((1)-1よ り),D部 門は7;ヵ 一C§(∬)・-cr(κ)κ と
馬
rf=P-Cゴ(κ)ゴCf(劣)+0を'(めκ
r*=P-C砦(κ)=Cf(の
で あ る 。 と ころ が,01(κ),02(κ)は,厳 密 に 凸 な増 加 関 数 で あ るの で,
Cf(κ)+C『(コ5)劣 〉 α(κ)
とな る。 した が って,rf>r*が 成 り立 つ 。
ま た,(1)-1,(3)」1式を そ れ ぞ れ 満 た す 値 を 婿,κ*と すれ ば,
プ呈=P-cガ(κ £)
〆=ρ 一 α@*)'
で あ る。 と こ ろが,胃>r*で あ るの で,
P-cゴ(κD>P一 α(κ*)
cゴ(が)〉 α(κf).
とな る。 と こ ろが,02(κ)は 厳密 に 凸 な 増加 関 数 で あ るか ら,κ*〉 コ5f
が 成 り立 っ 。
同様 に,(2)-1お よ び(3)-1式 よ り,
r*=P-Cゴ@)>P-C砦(κ)-Of(κ)κ=r書
r*=Cf(κ*)〉 α(コσ書)=r2
で あ るか ら,r*〉 稽,猶 〉錫 が成 り立 つ。
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振替
価格:r
? ????
限界費用曲線
プ亀α ω
純限界収入曲線
7轟 ρ一Cを ω
0 生産量/販 売量:κ
Fig.2a部 門最適と全体最適 一M部 門の場合一
振替
価格:r
γ*
72
0κ2κ 生産量/販 売量:置
Fig.2b部 門最適と全体最適 一D部 門の場合 一
行動す る((2)-1よ り)。 これ はFig.2a,2bの ように図示で きる3}。 このよ
うに,Hirshleiferモ デルの問題点 は,部 門が 自発的 に 炉 κ*の 活動 レベルを
選択 しない ことで ある。他方,HQの 役割 はその ための イ ンセ ンティブ構造 を
準備す ることで ある。
そ こで,以 下,こ の種 の インセ ンテ ィブ構造を もつ モデルをみてい きたい。
3)Fig.2a,2bでは,関 数:C1(κ),C2(κ)は次 の よ うに 特定 化 した。C1(κ)=α 娩
α@)=厩2。 但 し,σ 〉 ∂>0と す る。 これ は,微 分 可 能 な 厳 密 に 凸 な増 加 関数 の
条 件 を 満 た して い る。
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n-1Hirshleiferモ デルとRonenモ デル
Fig.2a,2bに もど って考 えてみる。
Fig.2a,2bい ずれ も,ア=バ,r§ の上方 の斜線部 分(〃 部分)がD部 門
の粗利益 を表 し,下 方 の斜 線部分(＼ ＼部 分)がM部 門の粗利益 を表す。 した
が って,部 門利益の大 きさは振替価格:7に 依存 して決ま る。 ところが,各 部
門は7量 と 場 の間の何れかの値 をとること しか分 らない。但 し,斜 線部分の総
和(//部 分+＼ ＼部分)が 最 大 とな るの は γ=γ*の ときなのは分 ってい る。
そこで,部 門の決定がr=r*に 向 うよ う,次 の操作を考 え る。
M部 門の利益=D部 門の利益=全 体利益 とす る操作で ある。すなわち,M
部門の利益は ＼＼部 門であ るか ら,M部 門には 〃 部分 を補助金 として 準 備 す
る。他方,D部 門の利益 は 〃 の部分であ るか ら,D部 門には ＼＼部 分 を 補 助
金 と して準備す る。その結果,部 門利益は全体利益 と一致 し,さ らに,部 門最
適行動 は全体最適行動 と一 致す る。 この とき,中 間生 産物 の振替価格 はr=r*
が保証 され る。
これ は,Ronen&McKinneyモ デルの イ ンセ ンティブ構 造 として知 られ'
ている ものである。 しか し,こ の イ ンセ ンティブ構造 は次 にみ るRonenモ デ
ルのそれ と本質的 には違わ ない。
以 下,Ronenモ デルをみて い くことに したい。
Hirshleiferモ デルは,先 にみ たように,振 替価 格の設 定が最 大の問 題 とな
ってい る。 しか し,こ れはあ くまで,帳 簿上 での ことであ り,実 際 には,企 業
内の中間生産物の移転 に現金 の受授 は伴 わない。 そ こで,実 際 に即 し,中 間生
産物価格 ゼ ロ(便 宜上,7=0)と 考 えれば,各 部 門活動は,当 然,Hifshleifer
モデルとは異 なる意味 を もって くる。
まず,Fig.2a,2bは,7=0の 観点か ら見直せば,Fig.3の よ うに図示で
きる。また,7=0で の部門活動を考え ると,M部 門はD部 門 との取 引量 を増
せ ば増す ほど損失が増大す る。他方,D部 門は,振 替価格がゼ ロであるため,
純限界収 入:1LC6(κ)が ゼ ロとな ると ころまで 利益 を亨受 で きる。か くし
て,Fig.2a,2bの 限界費用曲線 拳劣び純限界収入曲線は,そ れぞれ,M,D
価値:y
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Fig.3r=oで の 企 業 活 動
部門の限界損失および限界利得を表すことになる。
このように,振 替価格をゼロとすれば,D部 門の利得活動はM部 門の被損
害活動の意味をもつ。果して,そ うであるならば,全 体最適は限界損失 と限界利
得とが等 しくなる4=41の 活動 レベルということになる。しかしこのままでは,
M部 門は4=0の 活動 レベルを選択 し,D部 門はg二 σoの活動 レベルを選択 し
てしまう。HQlま,4=の なる活動 レベルが選択されるよう,イ ンセンティブ構
造を準備 しなければな らない。Ronenに よれば,そ れは次のようである。
まず,(1)D部 門はM部 門にたいし損害活動を行うのであるからlM部 門
にこの損害分を補墳する。しかし,こ のままでは,(2)M部 門は何 らの利益
も生 じないのでHQはM部 門にたいし補助金をだす。その際,補 助金の額は
全体利益 と同額とする。
ここに,部 門利益は全体利益と一致し,し たがって,部 門最適行動は同時に
全体最適行動となる。か くして,HQの 補助金は部門のインセンティブ構造と
なりうる。
そこで,次 に,補 助金のインセンティブ構造をもう少 し詳 しくみてい くこと
に したい。
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H-2Ronenモ デルのインセンティブ構造
ここでは,次 の企業 モデルを考える。
D部 門はM部 門より振替価格:r=0で 中間生産物の供給を受ける。D部 門
はこれを最終生産物市場に供給する。但 し,こ の とき,中 間生産物市場は存在
しないものとする。また,簡 単のため,最 終生産物市場は完全競争を仮定する。
〈記 号〉
σ:M部 門の被損害活動量ないしD部 門の利得活動量。Hirshleiferモ
デルの κに相当
ルfL(・):任意の活動量:gで の,M部 門の損失スケジュール(以 下,1匠Lと
略)。Hirshleiferモ デルのM部 門の限界費用1Cf(κ)に 相当
.MG(・):任 意の活動量=σ での,D部 門の利得スケジュール(以 下,1レfOと
略)。Hirshleiferモ デルのD部 門の純限界収入:p一 α(κ)に 相当
く仮 定〉
(1)M部 門は,限 界損失の関数型:ルfLの 情報を既知とし,D部 門は限界
利得の関数型:MGの 情報を既知とする。また,HQは 一切の情報を有
していないものとする。
(2)部 門の独立性一 当該部門の限界損失関数:〃L/限 界利得関数:ル ノL
は他部門の活動 レベルから独立一 をもっ。
(3)D部 門の利得活動量は,M部 門の被損害活動量 となる。
(4)協 力解は存在 しないもの一M部 門 は実 際 よ りも高 い損失(ML'〉
.MZ)を 報告しがちであり,他 方,D部 門は実際より.も低い利得(躍0'<
Mの を報告しがち一 とする。
〈情報伝達プロセス〉
　
(1)M部 門は自己の限界損失の関数型:.ML(・)をHQに 伝え,HQは この
情報をそのままD部 門に伝える。
　
(2)同 様 に,D部 門は 自己の限界利得の関数 型:ル1G(・)をHQに 伝 え,
HQは この情報をそのままM部 門に伝 え る。
分権管理と計画調整 143
(・)HQは,任 意の活動量 ・・ につ き,・ 部 門・・税金 ・∬ 読(・)・ ・を課
し,肪M部 門に損舗 墳料・牌(・)・ ・、および補助金・∬ 碗
　
(の 一1協(の}吻 を賦与す る。
各部門は,必 ずこの情報伝達プロセスを経て行動するので,考 えられる部門
の行動類型は次の四つに限定 される。
IM,D両 部門が互いに正 しい情報を伝えた場合
　 　
躍L=ル 伝 ル昭=泌0で あるので,こ の ときの部門利益:nゴ は,
nl-∬IM・(・)・ ・一∬'脚 ・・
IIM部 門は嘘の情報を,D部 門は正 しい情報を伝えた場合
　 　
ML幕1匠L',MG=MGであるので,こ の ときの部門利益:H2は,
、H・一∫簿G(・)4・ 一撫 ・'(,)吻
血M部 門は正 しい情報を,D部 門は嘘の情報を伝えた場合
　 　
ML=ML,MO=MG'で あるので,こ の ときの部門利益:n3は,
H・一∬3忽 ぴ(・)・・一∬3M・(の ・・
IVM,D両 部門が互いに嘘の情報を伝えた場合
　 　
1レ1L=ル1L',ル1G=跡G'で あるので,こ の ときの部門利益:H4は,
且一恥 ぴ(・)・・一躯 ・'(,)吻
以上の四つの ケースでの部 門利益を比較 して みる。
各部門 は互 いに協力 しあ うことがない と仮定 しているので,M部 門 は損失を
大め に報告 しが ちとな り,他 方,D部 門は利得 を少 なめに報告 しが ちとな る。
したが って,/肌'〉 ハ4乙,泌 ぴ く班G(.v4)の 関係が成 り立っ。 また これ より,
必然的 に,41>g2,σ3,44と な る。 したが って,
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n1>n2,n3,H4
とな る4)。
これ より,各 部門 は利益が最大 とな る1の ケ ースを選択す る。 これ は同時 に
全体利益を最大にす る情 報伝達プ ロセ スで もあ る。
お わ り に
分権化企業にあっては,各 部門は部門最適行動を選択 し,自 部門の利益最大
化をはかろうとする。 したが って,分 権化は,こ の意味で,全 体最適を保証す
るものではない。HQの 役割は,こ うした部門最適行動を,調 整過程を通 し,
全体最適行動へ修正 していくことである。
本稿では,Hirshleiferモ デルで,主 として,な ぜ部門最適行動が全体最適
行動に先ん じて選択 され るのかの根拠を示 した。このモデルに,HQの 調整過
程を導入 したのが,Ronenモ デルである。 ここには,部 門行動を全体最適へ
向かわせるメカニズムが存在す るため,全 体最適が保証されている。 しか し,
やはりこのモデルにもい くつかの問題点はある。それは,次 のようなものであ
る。
(1)協 力解 一 両部門が結託して,報 告限界損失:ルfL。(<1肌),報 告限界
利得:」Mσ 。(〉.MG)をHQ'に 伝達すれば,部 門利益は最適非協力解よ
4)こ の 証 明 は,次 の よ う にな る。(`=2,3,4)
nrn・ 一覚1M・(・)吻 一髭1脆(・)吻
{∫『驚(・)・ ・一∫簿(・)・ ・}
と こ ろが,g1>4らML'>MムMG'〈 ハ4Gで あ る。しか も,読=Mム 驚=Mo
は同時に存在 しないので,
∫11M・(・)吻 一∫11協(の 吻
〉∫:`驚(・)吻 一∫;'読(・)吻
と な る。 したが って,Hユ 〉 艮 が 成 り立 つ。
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り大きくなる。したがって,HQの 補助金が大き くなる の存在を否定
している。'
(2)HQはM部 門に対 し補助金を賦与するがその源泉は最終的に部門への
追加税に依存 しなければならない。
(3)HQの 役割が,情 報の集収 ・伝達,課 税そして補助金の準備に限定さ
9 れている。報告限界損失 と報告限界利得より最適活動量を決定 しこれを
両部 門に遂行 させ,さ らに,こ れ をモニターす ることは しない。
さらには,こ のインセンティブ構造が実際の企業組織のそれと比較 してどれ
ほどの整合性をもつのかも一っの大きな問題である。
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